
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

道路橋の予防保全の取り組み
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基本方針
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平成２５年度予算の概算要求については、以下を基本方針とし、新たに策定された「社会
資本整備重点計画」に基づき、東日本大震災など多発する災害や、少子高齢化、厳しい財政
状況など、我が国を取り巻く政策課題に対応した道路政策を強力に推進します。

○ 東日本大震災という未曾有の大災害を踏まえ、復興道路・復興支援道路の緊急整備を始め
とする被災地域の早期復旧・復興に全力で取り組む

○ また、災害が多発し脆弱な我が国の国土構造や、急激な人口減少、高齢社会の進展、資
源・エネルギー・環境の制約、国際情勢の変化といった社会・経済の変化などを踏まえ、
地域からの要望に応えつつ、
・災害に強い広域ネットワークの形成や防災・震災対策など、災害リスクの低減
・交通拠点へのアクセス性の向上や既設高速道路の機能強化など、産業・経済の基盤や国
際競争力の強化

・地球温暖化対策や交通安全の確保、無電柱化の推進など、持続可能で活力ある国土・地
域づくりの実現

・橋梁の長寿命化など、道路構造物の適確な維持管理・更新に必要な道路政策を推進する
○ これらの道路政策を推進するにあたり、
・評価手法の改善など、「事業評価」の充実
・「選択と集中」や「コストの徹底した縮減」
・「既存ストックの有効活用」（官民連携の推進等）
取り組む

○ 今後の道路政策の基本的方向としてとりまとめられた「道路分科会建議『中間とりまと
め』」について、盛り込まれた施策の実現に向けた詳細な検討を行う

○ 今後の料金制度のあり方などについては、高速道路のあり方検討有識者委員会の「中間と
りまとめ」を踏まえ、幅広く検討を進める

平成２５年度 道路関係予算概算要求の概要①



（単位：億円）

対前年度比 対前年度比区 分 事 業 費 国 費

1.07 1.06直 轄 事 業 15,846 12,621
1.08 1.09改築その他 12,534 9,309

1.03 1.03維 持 管 理 2,223 2,223

0.95 0.95業務取扱費 1,089 1,089

1.29 1.31補 助 事 業 1,085 676

1.01 0.80有料道路事業等 17,172 712

1.04 1.06計 34,104 14,008

※この他に、社会資本整備総合交付金（国費15,056億円）があり、地方の要望に応じて道路整備に充て

ることができる。

※この他に、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費として国費1,716億円（復興庁計上分

1,384億円、全国防災332億円）がある。

また、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費として社会資本整備総合交付金等があり、地方の要

望に応じて道路整備に充てることができる。

（１）維持管理予算
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平成２５年度 道路関係予算概算要求の概要②



建議（抜粋） ６．持続可能で適確な維持管理・更新

（１）道路ストックの長寿命化

＜ポイント＞
・道路橋の予防保全によるライフサイクルコストの縮減
・道路構造物の棚卸しによる将来的な維持修繕・更新費の算定

・技術開発や技術者の育成を通じたアセットマネジメントシス
テムの確立

・事業者等への啓発を行った上で、大型車両の違反通行データ
等の活用、違反者の公表等による指導・取締りの実効性向上

＜現状と課題＞
・わが国の道路は高度経済成長期に集中的に整備されたため、
今後、道路橋をはじめとした道路構造物の老朽化が急速に進
行し、補修や更新の増加が想定される。

・現在は、道路橋の計画的な点検、診断、補修、更新を通じた
予防保全によるライフサイクルコスト縮減を目指して、道路
ストックの長寿命化の取り組みが始まっているが、多くの道
路ストックを抱える市区町村においては、技術的、財政的な
理由により、取り組みが遅れている。

＜今後の方向性＞
・長寿命化の取り組みが遅れている市区町村に対する研修、最
新情報の提供等による技術的な支援と財政的な支援を継続的
に行い、地域で持続可能なインフラ管理の取り組みを進めて
いくべきである。

・国・地方が管理する道路構造物の実態把握のための棚卸しを
実施し、具体的には実態データを収集の上、将来の維持修繕
・更新費の算定を行い、将来の負担を軽減するために計画に
基づく維持修繕を行うこととし、構造物の点検、診断、補修
等のサイクルを確実に進めていく。

・維持修繕に係る環境整備として、インフラ管理に必要な技術
開発・研究の充実や、維持修繕に関わる技術者、担い手の育
成・研修の取り組みを進めるとともに、インフラ管理を継続
して実施する拠点の整備等を進め、持続可能なアセットマネ
ジメントシステムの確立を図ることが必要である。

（２）効率的な維持管理の実施

＜現状と課題＞
・厳しい財政制約の下で、利用者へ適切なサービスを提
供するため、道路の維持管理にあたっては、管理水準等
を設定し、利用者ニーズの把握を行いながらコスト等を
縮減する様々な取り組みが始まっている。
＜今後の方向性＞
・維持管理にあたっては、当該道路が果たすべき役割に
応じたサービスレベルを確保する必要があり、気候、植
生等の地域特性、路面の状況等の現況データを収集・分
析し、これに基づく的確な維持管理レベルを設定し、利
用者の期待に応えることが必要である。
・また、維持工事の性能規定化の推進など、コスト縮減
等の様々な工夫・取り組みを引き続き進めるともに、道
路情報の広域的な収集や道路管理者間の情報共有を強化
し、既に実績がある沿道住民、利用者による道路の維持
管理への参画、協同をより一層進めていくべきである。

＜ポイント＞
・データ収集・分析による的確な維持管理レベルを設定
・コスト縮減等の工夫と地域・利用者との協働による維
持管理

・トレーラ連結車等の大型車両の道路適正利用を促進する仕組
みを構築し、事業者等（運行事業主、運転手等）への啓発を
行った上で、これら車両の違反通行データ等の活用、関係機
関との連携強化、違反者の公表等により、指導・取締りの実
効性を向上させることが必要である。
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委員長／部会長／座長

社会資本整備審議会 道路分科会
国土幹線道路部会

寺島 実郎 (財)日本総合研究所理事長

社会資本整備審議会 技術部会
社会資本メンテナンス戦略小委員会

家田 仁 東京大学教授

国道（国管理）の維持管理等に関する
検討会 （道路局）

那須 清吾 高知工科大学教授

首都高速道路構造物の大規模更新のあり方に関する
調査研究委員会 （首都高速道路会社）

涌井 史郎 東京都市大学教授

阪神高速道路の長期維持管理及び更新に関する

技術検討会 （阪神高速道路会社）
渡邊 英一 京都大学名誉教授

高速道路資産の長期保全及び更新のあり方に関する

技術検討委員会 （NEXCO東、中、西）
藤野 陽三 東京大学教授

【省全体】

【道路関係】

【高速道路】（国における検討）

【直轄国道】

（参考）維持・更新に関する検討体制

首都高速の再生に関する有識者会議
（国土交通省）

三宅 久之 政治評論家

【高速道路】（高速道路会社における検討）
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将来推計 ～平成２１年度国土交通白書～
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○ 国土交通省所管の社会資本（道路、港湾、空港、公共賃貸住宅、下水道、都市公園、治水、海岸）の、国
及び地方公共団体の事業を対象に推計。

○ 将来の新設（充当可能）費は、投資総額から維持管理費、更新費、災害復旧費を差し引いた額であり、
新設需要を示したものではない。

○ 今後の予算の推移、技術的知見の蓄積等の要因により、推計結果は変動しうる。

新設（充当可能）費

災害復旧費

更新費

維持管理費

維持管理・更新費が2010年度の投資総額を

上回る額

○２０１１年度から２０６０年度までの５０年間に必要な更新費は約１９０兆円と推計される。

○投資総額の水準を横ばいと仮定すると、２０３７年時点で維持管理・更新費すら賄えなくなる可能性がある。

○国土交通省所管の社会資本を対象に、２０６０年度までの維持管理・更新費を推計。

（推計の前提）
○維持管理費は、今まで通りの対応を前提に推計。
○各々の社会資本に対し、耐用年数を経過した後、同一機能で更新するものと仮定し、更新費を計上。
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高速道路会社 国 都道府県 政令市 市区町村

注）このほかに、市町村が管理する2mから15mの橋梁を主として、

建設年度不明が約301,000橋ある

（橋）

※東日本大震災の被災地域は一部含まず
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※都道府県・政令市は、地方道路公社を含む

注）平均年齢は、建設年度が把握されている施設の平均
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平均年齢：38年 平均年齢：35年
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注）都道府県・政令市の

管理橋梁は、約5万橋が

建設年度不明

注）市町村の管理橋梁は、

約25万橋が建設年度不明

高速道路

会社

2%

国

4%

都道府県

19%

政令市

7%
市区町村

68%

道路管理者別ごとの施設数

橋梁：

約699,000橋

注）この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約30.1万橋ある

道路構造物のストック量（橋梁）
※精査中



■損傷が深刻化してから大規模な修繕を行う事後保全から、損傷が軽微なうちに修繕を行う
予防
保全に転換し、更新（架替え）の抑制等によるライフサイクルコストを縮減、道路ストックを長
寿命化

【予防保全の効果（イメージ）】
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累積修繕費（億円）

累積修繕費（億円）

道路橋の予防保全

【個別橋梁】



■高度成長期に集中して建設された道路ストックの高齢化が急速に進展
■国道（国管理）の橋梁では、５年に１回の点検を行い、その結果に基づく長期修繕計画を策定し、

早期に損傷を補修する予防保全による長寿命化を進めている

【国道（国管理）の全橋梁の点検結果】

【道路橋の高齢化】 【５年に１回の点検に基づく長寿命化の取組み】

平成１６年度から、５年に１回の定期的な点検結果に基づき、
対策の要否を診断、橋梁毎に今後の補修等の計画を策定、
必要な予算を 確保した上で、予防的な修繕等を実施

５年に１回の点検による健全度の把握
対策の要否を診断

長寿命化修繕計画の策定

予算の確保

予防的な修繕等の実施

繰
り
返
し

◆１巡目点検：新設橋梁を除き、全て実施
◆２巡目点検：Ｈ２３年度までに約１６，０００橋実施

全体約２７，０００橋について
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Ａ
1,200
(4.6%)

Ｂ
15,200
(57.4%)Ｓ

1,800
(6.6%)

Ｍ
400

(1.4%)

Ｃ
7,900

(29.9%)

Ｅ
40

(0.1%)

計
約27,000橋

判定
区分

判定の内容

Ｍ 維持工事で対応する必要がある

Ｃ 速やかに補修等を行う必要がある

Ｅ 橋梁構造の安全性の観点等から、緊急対応の必要がある

Ａ 損傷が認められないか、損傷が軽微で補修を行う必要がない

Ｂ 状況に応じて補修を行う必要がある

Ｓ 詳細調査の必要がある

20年後

(2031)

現在

(2011) 50年経過橋梁
(約4,500橋)

50年経過橋梁
(約17,000橋)

国道（国管理）の橋梁長寿命化



■地方公共団体における橋梁点検の実施や長寿命化修繕計画の策定については、市区
町村における取り組みが遅れている状況

※橋梁１５ｍ以上の橋梁を対象
※点検率＝ 過去5年に点検を実施した橋梁数／管理橋梁数
※計画策定率 ＝ 計画策定橋梁数／管理橋梁数
※岩手県陸前高田市他14市町村は調査実施困難なためH22.4時点の

数値

◆橋梁点検の実施状況 ◆長寿命化修繕計画の策定状況

凡例
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H21.4.1
現在
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現在

H24.4.1
現在

都道府県・政令市

市区町村

合計
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１）橋梁点検、長寿命化修繕計画の策定状況

地方公共団体の橋梁長寿命化①



11

■平成23年4月時点で、地方公共団体が管理する橋長15m以上の橋梁で
通行止め 172橋 通行規制 1,129橋

■今般とりまとめた平成24年4月時点の状況では
通行止め 217橋 通行規制 1,161橋 となっている。

＜H23.4月時点＞ ＜H24.4月時点＞

うち都道府県
管理道路

（政令市含む）

うち市区町村
管理道路

通行止め
２１６ ２０ １９６

１７２ １８ １５４

通行規制

１，６５８ １７４ １，４８４

１，１２９ １５２ ９７７

合 計

１，８７４ １９４ １，６８０

１，３０１ １７０ １，１３１

うち都道府県
管理道路

（政令市含む）

うち市区町村
管理道路

通行止め
３２６ ９ ３１７

２１７ ７ ２１０

通行規制

１，６８６ １８２ １，５０４

１，１６１ １５６ １，００５

合 計

２，０１２ １９１ １，８２１

１，３７８ １６３ １，２１５

橋梁数 橋梁数

※上段；橋長２ｍ以上の橋梁数 下段；橋長１５ｍ以上の橋梁数

※通行規制には、損傷・劣化による規制の他、古い設計等による重量規制等も含む

※岩手・宮城・福島の一部市町村はH22.4時点データ

２）通行止め橋梁の状況

地方公共団体の橋梁長寿命化②



■橋梁長寿命化修繕計画を策定していない理由の多くは、「財政力不足」、「職員不足」、
国に求める支援施策は、「財政的支援」、「講習会・研修会の実施」が多い
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※ 複数回答有（有効回答数５８）

29%

48%

25%

87%

59%

38%

1%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

国におけ

る技術的

助言・支援

を実施する

体制の充

実

講習会・研

修会の実

施

専門家の

斡旋、派遣

及び助言

社会資本

整備総合

交付金等

による財政

支援

点検・計画

策定等の

積算基準

（歩掛）の

整備

点検マ

ニュアル類

の整備

その他

市区町村

※ 複数回答有（有効回答数１，４１８）

46%
41%

67%

24%

2%

19%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

職員不足 専門的知

見不足

財政力不

足

施策優先

度が低い

点検の必

要性を感じ

ない

その他

市区町村

※ 複数回答有（有効回答数５４）

都道府県・政令市該当無し

問）
橋梁長寿命化修繕計画

を策定していない理由は何
ですか？
（回答対象：橋梁長寿命化
修繕計画を策定していない
と回答した団体）
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問）
定期点検、長寿命化計

画策定、橋梁修繕を進める
上で、現在国が実施してい
る技術支援、財政支援を含
め、どのような支援が有効
ですか？

＜参考＞アンケート調査結果



■位置図

橋梁名：吉野川大橋
管理者：国土交通省
位 置：徳島県徳島市北常三島町（国道１１号）
橋 種：連続鋼床版箱桁
橋 長：1,137m（１６径間）
幅 員：１３．２ｍ（車道部幅員 ９．０ｍ）
竣 工：1９７２年（築４０年）

■橋梁概要

国道11号 吉野川大橋 ～鋼床版Uリブに亀裂～

吉野川大橋

新吉野川大橋

至：高松市

至：徳島市街地

昭和61年（1986年）架設

77,000台/日

（H17ｾﾝｻｽ）

▲Uリブの亀裂状況

最近発生した損傷事例①

H23.10.27 橋梁定期点検において、Ｕリブの溶接箇所におい
て一部塗装の剥がれを発見。

H24.1.19～ Ｕリブの溶接部分700箇所を調査。うち254箇所
で亀裂を発見。

H24.1.27～3.28 詳細調査（溶接部の磁粉探傷調査、内部の滞
水調査、デッキプレート上面からの亀裂調
査）、応急補修（あて板）

H24年度以降3ヶ年で、残る溶接部の詳細調査、応急補修（ス
トップホール、あて板）、橋梁の維持管理計画の策定等を予定。

■経緯等
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■位置図等

橋梁名：原田橋
管理者：浜松市
位 置：静岡県浜松市天竜区佐久間町中部
（国道４７３号）
橋 種：吊橋（２等橋）
橋 長：138．6ｍ
幅 員：5．5ｍ（車道部幅員 5．5ｍ）
竣 工：1956年（築56年）

■橋梁概要

原田橋

国道４７３号 原田橋 ～メインケーブル一部破断～

平成24年4月20日 浜松市が橋梁の一部に変状を確認し、
浜松河川国道事務所へ技術支援要請

4月24日 原田橋通行止め
5月 1日 原田橋支援対策支援本部設立

(浜松河川国道事務所内)
5月 2日 中部地整TEC-FORCE派遣

河川内通路の通行開始
天竜川原田橋対策（PT)設立

5月10日 国総研・土研の現地派遣
第2回PT会議開催

5月23日 第3回ＰＴ会議開催
（補強工事：ケーブル増設）

6月25日 交通開放（通行規制、重量規制8t）

■経緯等
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最近発生した損傷事例②



橋 梁 名：妙高大橋
架設年次：昭和４７年（竣工後３７年経過）
上部形式：ＰＣ４径間連続箱桁橋
下部形式：中空断面壁式橋脚、控え壁式橋台
橋 長：３００．０ｍ、幅員９．０ｍ
交 通 量：14,963台/日（H17センサス）
前回点検結果：Ｃ判定

◇橋梁概要

【H21.12.1】

橋梁補修工事
床版はつり

PCケーブルの一部が破断

【H18点検】
コンクリート
箱桁下面

◇損傷状況

剥離

シース管露出

鉄筋露出

◇経 緯

◇位 置 図

妙高大橋

昭和47年 橋梁架設（竣工後３７年経過）
平成18年 橋梁定期点検
平成21年9月 橋梁補修工事発注
平成21年12月1日 補修のはつり作業においてＰＣケーブルの

一部破断を確認
平成21年12月2～7日 職員及びコンサルタントによる現地調査
平成21年12月7・8日 有識者による現地点検(7日)後、12月7日20時より片側交互

通行規制。8日に国総研・土研による現地調査
平成21年12月16～25日 載荷試験等の結果を踏まえて、片側交互通行規制解除
平成22年2月～23年2月 妙高大橋保全検討委員会設立・開催（計３回）
平成23年4月 妙高大橋補修工事に着手

＜事例①＞国道１８号 妙高大橋 ～PCケーブル一部破断～
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最近発生した損傷事例③
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■道路構造物の長寿命化に向けた取り組みとして、今後、点検・診断・計画策定・予防保全
といった全体サイクルを機能させることが課題

定期的に点検を実施

損傷の発見と診断

長寿命化計画の策定

予算の確保

修繕設計の実施

修繕の実施

・点検要領の整備
・点検技術の開発

・損傷への緊急対応
・診断技術力の向上
・診断結果のDB化

・長期的視点から
の財政措置

・設計基準の整備

・修繕技術の開発
・修繕結果のＤＢ化

全体サイクルが機能する
ための仕組みづくり

技術開発

技術基準

技術拠点

データベース

財政措置

道路構造物の長寿命化に向けた取り組み



《橋梁に係る点検調査》

うきが疑われる部
分

うきが疑われる部
分

赤外線検査による

コンクリートのうき等の把
握

 

レーザーによる
ひび割れの検出

■道路の維持管理(点検等）にあたっては、技術者が目視等により健全性を判断

■近年は非破壊検査技術等の開発が行われており、更なる点検精度の向上や調査の
効率性

を高めることなどが期待され、効果的な維持管理に寄与

打音検査など
人間の５感に頼った検査

超音波等による
亀裂の発見

《トンネルに係る点検調査技術》

近接目視

CCDカメラによる画

像を用いた展開図の
作成 

打音検査近接目視
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道路構造物の長寿命化に向けた取り組み（技術開発）



■橋梁の効率的な維持・管理等に資することを目的に、国土交通省は 「全国道路橋デー
タベースシステム」を構築

■活用を希望する地方公共団体に対して地方整備局から説明を実施中

【システムの特徴】

①国内におけるすべての道路橋を対象。

②橋長や橋梁形式といった橋梁諸元情報の他、点検結果等も登録・閲覧が可能。

③地方自治体など、道路橋を管理するすべての職員※がデータを利用可能。

【活用例】
①災害発生時に支援者が橋梁の基礎的データを容易に入手可能。

②ある形式の橋梁に不具合が発生した場合、類似の橋梁に関する情報が検索可能。

③バックアップ機能（既に別のデータベースがある場合）。 等

【活用イメージ】

管理
計画

点検
補修
補強

製作
施工

計画
設計

橋梁
DB

構維持管理（寿命）を念頭に
おいた橋梁計画設計（LCC）
⇒橋梁形式選定の参考

前回点検から5年以上経過し
た橋梁数は？
⇒点検業務予算策定

蓄積された点検データなどの

活用
⇒データ分析

過去行われた点検結果

との比較
⇒劣化進行の把握
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維持管理（寿命）を念頭に
おいた橋梁計画設計（LCC）
⇒橋梁形式選定の参考

道路構造物の長寿命化に向けた取り組み（データベース）
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橋梁補修関係に特化した社会資本総合整備計画の策定を推進し、当該整備計画に対して社会資本整
備総合交付金を重点的に支援した結果、橋梁補修事業の交付申請額が約５倍に増加

＜計画の名称＞

計画的な橋りょう補修により信頼性の高い地域道路

ネットワークが構築された安全安心の地域づくり

＜計画の目標＞

要修繕橋梁※1に対する修繕実施済橋梁の割合を平

成28年度までに29.6%とする

要修繕橋梁
※1

修繕実施済橋梁

H24当初 H26末時点 H28末時点

706橋 9橋 119橋 209橋

100% 1.6% 16.9% 29.6%

※1 要修繕橋梁：橋梁長寿命化修繕計画※2に位置付けられた、今後10年間（H34ま
で）で修繕が必要な橋梁

※2 計画策定主体の2市3町の2m以上の橋梁（佐賀市は15m以上の橋梁）982橋は
全て橋梁長寿命化修繕計画を策定済

＜計画策定主体＞ 佐賀市、多久市、有田町、江北町、太良町

＜計画期間・総事業費＞ 平成24年度～平成28年度（5年間）

〔総事業費：18.4億円〕

＜要素事業＞ 橋梁補修203橋

＜平成24年度配分額（国費）（案）＞ 1.6億円

■整備計画策定事例（佐賀県）

（市）申川内線〔申川内橋〕
さるがわち 主桁の損傷状況(鉄筋露出) 下部工の損傷状況(ひびわれ)

①Ｈ２３ ②Ｈ２４ ②／①

整備計画数※１ 8 27 3.4

交付申請市町村数 145 517 3.6

交付申請額（国費：億
円）

15※２ 75※３ 5.0

※１ 橋梁補修関係に特化した整備計画数
※２ H23分は橋梁補修関係に特化した整備計画における交付決定額を集計（H23年度末時点）
※３ H24分は橋梁補修関係に特化した整備計画に対する交付申請額を集計（H24.7末時点）

今後、H24.9地方議会の承認を経て交付申請予定の事業は含まれていない
また、橋梁補修事業は橋梁補修関係に特化した整備計画以外の整備計画の中でも実施し
ている。

■橋梁補修関係に特化した整備計画数及び交付申請額

道路構造物の長寿命化に向けた取り組み（財政支援）
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○中央拠点
・国土技術政策総合研究所
・構造物メンテナンス研究センター
（CAESAR）

都道府県・政令市・市町村
※原因究明、対策の実施

連携

データ

収集要領

技術助言
橋梁

講習会
技術助言橋梁点検

道路構造物の長寿命化に向けた取り組み（技術拠点）

○ブロック拠点
・地方整備局（道路保全企画官等）
・技術事務所

橋梁技術
講習会

損傷発生時の
技術支援

Ｈ２１
７９回開催
（約2,700名）

国総研・土研
５８回

整備局
３８回

Ｈ２２
１０５回開催
（約3,500名）

国総研・土研
４６回

整備局
２２回

Ｈ２３
１３５回開催
（約3,400名）

国総研・土研
３５回

整備局
１４９回



岐阜大・長崎大との連携による地方の技術者育成

CAESAR

長崎大学

観光ナガサキを支える
“道守”養成ユニット

道守、特定道守
道守補コース

道守補助員
コース

自治体職員 建設業従事者 団塊世代退職者 地域住民

岐阜大学

社会基盤メンテナンス
エキスパート（ME）
養成ユニット

岐阜県（連携自治体） 地域建設業界

認定によるMEの取得

社会基盤のメンテナンスに係る
地域人材育成に関する協定

地方での構造物管理強化活動の支援
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